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1.はじめに                     

 近年、木造建築は森林資源の管理や低炭素化等、様々

な方面から注目されており、2010 年には、公共建築物木

材利用促進法が施行され、学校建築をはじめとする大規

模建築への新たな木材利用の事例が増えてきている。こ

れまで大規模木造建築の多くは寺社建築であったが、こ

のような流れを受け、大規模木造建築の火災被害への対

処法は重要な検討項目のひとつとなっている。 

大規模木造建築で火災が発生した場合、建物の規模が

大きいことから火災被害が部分的となる場合も多く、部

屋単位や部材単位での改修が必要となることが考えられ

る。また木材は加熱を受けると炭化層が形成され、燃焼

が比較的ゆっくりと進む特性があるため、木現しの大断

面部材の場合は、加熱後も炭化せずに残る断面の割合が

大きく力学的性能を確保できる可能性がある。既往研究

では、実際に火災被害を受けた大規模木造体育館の集成

材の部材に対し、曲げ試験や載荷耐火試験等を行なった

結果、健常材と同程度の接着性能、曲げ性能、耐火性能

を確認したという事例も報告されている 1)。これらの理由

により大規模木造建築の場合、部材断面が大きいことか

ら、木現しであっても火災被害の程度に応じた改修を行

うことで、火災後も柱やはりを継続的に使用することが

可能であると考えられる。しかし現状では、木材におけ

る高温時の力学的性能は明らかにされているが、再び常

温まで冷やされた場合の力学的性能は把握されていない。 

そこで本研究では、まずケヤキ（広葉樹）及びスギ（針

葉樹）の無欠点小試験体を用いた加熱冷却後の曲げ試験

を行い、木材の加熱冷却後の力学的性能を把握する。そ

の後、はりの損傷よりも柱の損傷の方が建物崩壊への影

響が大きいことを考慮し、火災被害を受けた柱への火害

診断方法及び改修方法の提案を行う。 

 

2.無欠点小試験体を用いた加熱冷却後の曲げ試験        

2-1 実験目的  

 木材の柱やはり等の内部温度が上昇した場合、ヤング

係数が低下し部材の構造耐力に影響が出ることが知られ 

ている。しかし、加熱後再び常温まで冷やされた場合の

木材のヤング係数の変化については把握されていない。 

そこで本実験では、曲げ試験によりケヤキ(広葉樹製材) 

とスギ(針葉樹製材)の常温時、高温時及び加熱冷却後のヤ 

 

 

 

ング係数と曲げ強度を算出し、加熱後の冷却が木材に与 

える影響を把握する。 

2-2 実験概要 

2-2-1 試験体概要及び試験方法 

 試験体には含水率が平衡状態の 1 本の丸太から切り出

した、寸法 20mm×20mm×320mm、2 方征、無欠点の

木片を使用する（図 1）。加熱時の含水率低下による影響

を排除するため、60℃程度の乾燥機の中で含水率を 2％

程度まで下げ、重量を測定してから試験を行う。 

 試験方法は JISZ2101「木材の曲げ試験方法」に準拠す

る、280mm スパンの 3 点曲げ方法で加力し、試験装置は、

温度調整炉付きの圧縮試験機を使用する（写真 1）。 

2-2-2 実験の手順  

 本実験の手順を図 2 に示す。まず、試験体の強度が低

下しない範囲（ケヤキ 0.5kN、スギ 0.2kN）で加力を行

う曲げ試験（以下、非破壊曲げ試験）で、全試験体の常

温時ヤング係数を把握し、全試験体を a-e の 5 グループ

に分ける。a グループの試験体数は 16 本、b-e の試験体

数は各グループ 32 本とする。 

a グループは試験体が破断に至るまで加力する曲げ試

験（以下、破壊曲げ試験）を常温のままで行い、ヤング

係数及び曲げ強度を算出する。b-e グループは、それぞれ

100℃、150℃、200℃、250℃（スギは 230℃）まで加熱

し、各グループの半数の試験体は高温のまま破壊曲げ試

験を行い、高温時ヤング係数及び曲げ強度を算出する（b1、

c1、d1、e1）。また残りの半数の試験体は、加熱炉から取

り出し、含水率が上昇しないようデシケータの中で、常

温まで自然冷却してから破壊曲げ試験を行い、冷却後ヤ

ング係数及び曲げ強度を算出する（b2、c2、d2、e2）。な

お非破壊曲げ試験、破壊曲げ試験共に載荷位置はスパン

の中央部、載荷速度は 10mm/分とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図 1 試験体図 写真1 温度調整炉付き圧縮試験機 
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32 本 

2-2-3 検討項目 

①加熱温度の影響：加熱温度が木材のヤング係数及び曲

げ強度に与える影響を検証する。 

②加熱後の冷却の影響：高温時ヤング係数と冷却後ヤン

グ係数、高温時曲げ強度と冷却後曲げ強度を比較し、加

熱後の冷却がヤング係数に与える影響を検証する。 

③樹種の影響：ケヤキ(広葉樹製材）とスギ(針葉樹製材)

を用いて実験を行い、樹種による比較を行う。 

2-3 実験結果及び考察  

2-3-1 ヤング係数 (図 3) 

 常温時ヤング係数を 1 とした時の高温時ヤング係数の

比を高温時ヤング係数残存率とする。また常温時ヤング

係数を 1 とした時の冷却後ヤング係数の比を冷却後ヤン

グ係数残存率とする。 

①高温時ヤング係数残存率(表 1) 

高温時ヤング係数残存率の算術平均は、100℃～200℃

の加熱温度でケヤキに対しスギの方が少し高い値となっ

たが、ケヤキ・スギ共に加熱温度の上昇に伴いヤング係

数の低下が急速に進むことを確認した。 

②冷却後ヤング係数残存率(表 2) 

 冷却後ヤング係数残存率の値にはばらつきがあるが、

最も低い値でケヤキ 250℃加熱冷却後の 0.79 であったた

め、ケヤキ・スギ共に加熱を受けた後も常温まで冷却さ

れることで、常温時の約 8 割のヤング係数を確保するこ

とがわかった。 

2-3-2 曲げ強度(図 4，表 3,4)  

 破壊曲げ試験時の最大荷重より試験体の曲げ強度を算

出した。常温で破壊した試験体の曲げ強度を常温時曲げ

強度、加熱温度のまま破壊した試験体の曲げ強度を高温 

時曲げ強度、加熱後常温まで自然冷却してから破壊した

試験体の曲げ強度を冷却後曲げ強度とする。 

①高温時曲げ強度 

 高温時曲げ強度は、ケヤキ・スギ共にばらつきはある

が、加熱温度の上昇に伴い低下する傾向にあることがわ

かった。 

②冷却後曲げ強度 

 ケヤキ・スギ共に、100℃及び 150℃の加熱温度では、

冷却後曲げ強度は常温時曲げ強度と同程度であった。し

かし 200℃以上の加熱温度では、冷却後曲げ強度の低下

が急速に進み、最高加熱温度では、複数の試験体の冷却

後曲げ強度が常温時曲げ強度に対し 5 割程度まで低下し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た。これにより、ケヤキ・スギ共に 200℃以上で加熱さ

れた後は、常温まで冷却されても曲げ強度は確保できな

いと考えられる。 

2-3-3 ヤング係数と曲げ強度の関係 

 実験結果よりヤング係数と曲げ強度の関係を考察した

結果、高温時にはケヤキ・スギ共に加熱温度の上昇に伴

いどちらも低下することを確認した。 

一方、加熱冷却後のヤング係数及び曲げ強度の低下に

は異なる傾向が見られ、ケヤキ・スギ共に 100℃と 150℃

の加熱温度では、常温時とほぼ同じ範囲に値が分布して

いるのに対し、200℃以上の加熱温度では、曲げ強度の方

がヤング係数よりも大きく低下している(図 5,6)。これに

より加熱冷却後ヤング係数と曲げ強度の関係は、常温時

とは異なる傾向を示すことがわかった。 

2-4 火害診断方法の提案に向けて 

火害診断方法の提案では、本実験結果を用いて火災被

害を受けた柱の構造耐力を確認する。部材温度が 150℃

以下である場合は、冷却後のヤング係数及び曲げ強度が 
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図 3 加熱温度とヤング係数残存率 図 4 加熱温度と曲げ強度 

樹種
加熱温度 常温 100℃ 150℃ 200℃ 250℃ 常温 100℃ 150℃ 200℃ 230℃
最大値 155.5 111.4 88.7 53.8 26.4 86.9 61.6 52.9 37.0 23.8
最小値 56.4 63.1 55.0 27.4 13.2 55.1 43.4 35.6 22.7 16.8
算術平均 119.2 83.2 72.7 39.0 18.6 73.9 51.1 44.3 30.4 19.9

スギケヤキ

樹種
加熱温度 常温 100℃ 150℃ 200℃ 250℃ 常温 100℃ 150℃ 200℃ 230℃
最大値 155.5 155.5 154.6 134.5 79.6 86.9 90.5 101.9 84.4 74.6
最小値 56.4 83.9 72.4 68.9 42.0 55.1 58.1 66.9 39.8 36.1
算術平均 119.2 120.5 113.2 99.7 55.3 73.9 76.9 77.2 67.4 58.9

スギケヤキ

樹種
加熱温度 常温 100℃ 150℃ 200℃ 250℃ 常温 100℃ 150℃ 200℃ 230℃
最大値 1.02 0.92 0.85 0.62 0.41 1.04 0.96 0.88 0.71 0.58
最小値 0.98 0.82 0.76 0.45 0.19 0.86 0.86 0.79 0.60 0.37
算術平均 1.00 0.87 0.81 0.53 0.31 0.99 0.91 0.84 0.66 0.49

スギケヤキ

表 1 高温時ヤング係数残存率 

表 2 冷却後ヤング係数残存率 

表 4 冷却後曲げ強度(単位 N/mm
2
) 

表 3 高温時曲げ強度(単位 N/mm
2
) 
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加熱温度 常温 100℃ 150℃ 200℃ 250℃ 常温 100℃ 150℃ 200℃ 230℃
最大値 1.02 1.02 1.01 1.01 1.12 1.04 1.06 1.07 1.10 1.04
最小値 0.98 0.92 0.93 0.93 0.79 0.86 0.95 0.99 0.95 0.90
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常温時の値と同程度であるため、構造耐力が確保できる

ものと仮定する。また部材温度が 200℃以上の場合には、

冷却後のヤング係数のばらつきが大きく、曲げ強度の低

下も急速に進むため、構造耐力が確保できないものとする。 

 

3.火災被害を受けた柱の火害診断方法及び改修方法提案 

 研究背景で述べたように、大規模木造建築においては

小規模な火災被害であれば、被害の程度に応じた改修を

行うことで、部材の継続的使用が可能であると考えられ

る。そこで本提案では木の躯体を現しとした大規模木造

建築を想定し、柱への火害診断方法及び改修方法の提案

を行う(図 7)。火害診断では、加熱冷却後の構造耐力や防

耐火性能を検証し、継続的使用の可否や再度火災が起き

た場合の防耐火性能の有無を判断する。その後、防耐火

性能が不足と判断した柱に対し、必要な防耐火性能を満

たすための改修方法を提案する。 

3-1 火害診断方法 

3-1-1 構造耐力の検証 

火災被害を受けた柱の加熱冷却後の構造耐力を確認し、

柱の継続的使用の可能性を検証する。まず火災後の柱か

ら炭化層を削り、柱の残存断面の寸法を測定する。次に

非損傷性予測手法 2)の加熱時部材内温度分布を応用し、火

災後の柱の内部温度上昇及びヤング係数の低下を仮定す

る。非損傷性予測手法の加熱時部材内部温度分布の設定

は、炭化端から 10mm ごとに 300℃、200℃、80℃、50℃

以下である。この設定と 2-4 で示した設定により加熱冷

却後の柱のヤング係数は、炭化端~20mmでは 0(N/mm2)、

20mm より内部では低下しないものとする。仮定したヤ

ング係数の低下を柱の断面積の減少に置き換え、推定断

面を算出する。算出した推定断面を断面形状とし、許容

応力度計算等を行い、加熱冷却後の柱が構造規定を満た

すことを確認する。 

3-1-2 防耐火性能の検証 

 火災被害を受けた柱を、その後も継続的に使用するた 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

めには、改修後に再度火災が発生する場合を想定し、柱

の防耐火性能を確保する必要がある。現行の建築基準法

においては、木の躯体を現しとした大規模木造建築を建

てるにあたって、柱に対して燃えしろ設計を行い、防耐

火性能を確認する必要があり、燃えしろ設計を行う際に

使用できる材料は、JAS(日本農林規格)に規定されている

構造用集成材、構造用単板積層材及び含水率 15％または

20％以下の構造用製材のみである。しかし既存の寺社建

築においては、JAS に防耐火性能の規定がない木材が柱

に用いられる等、火災後の防耐火性能が不明確な場合も

多い。 

そこで本研究では、検証する柱に、荷重に対する断面

積に余裕がない柱(図 7 の Type-1)と荷重に対する断面積

に余裕がある柱(図 7 の Type-2)の 2 通りの柱があること

を考慮し、火災後の柱にどの程度の改修が必要なのかを

明確にする方法として、以下の 3 つの検証方法を提案す

る。なお、検証を行う火災後の柱の断面形状は構造耐力

検証の際に算出した推定断面とする。 

■検証方法 A 燃えしろ寸法に基づく検証:火災前に燃え

しろ設計が行われ、荷重に対する断面積に余裕がない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 ヤング係数と曲げ強度 

  (ケヤキ冷却後) 

図 6 ヤング係数と曲げ強度 

  (スギ冷却後) 
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図 7 柱の火害診断及び改修フローチャート 

 

継続的使用 不可 

 構造規定を満たしていない 

継続的使用 可 

構造規定を満たしている 

Step2 柱の内部温度上昇及び 

     ヤング係数の低下を仮定 

    炭化端～20 ㎜：200℃以上、0 

   20mm～：150℃以下、E 

 

 Step1 火災後の柱の残存断面寸法の測定 

Step3 ヤング係数の低下を 

     断面積の低下に置き換える 

 ⇒推定断面の算出 

Step4 算出した推定断面で 

     加熱冷却後の構造耐力を確認 

1.構造耐力の検証 

Level 1 仕上げ 

 

Level 2 補強 

 

Level 3 取り替え 

 

 防耐火性能あり 

 防耐火性能の検証 

  検証方法 A 燃えしろ寸法 

         に基づく検証 

  検証方法 B 燃えしろ設計  

による検証 

検証方法 C 非損傷性予測手法 

による検証 

 

 防耐火性能なし 

2.防耐火性能及び改修方法の検証 

Type-1 Type-2 

検証方法B 

推定断面

燃えしろ

火災前断面

火災前断面
との差分

検証方法A 検証方法C  

4面加熱
炭化層

0.85E

0.2E

0.525E

E

推定断面

0

E

推定断面

4面加熱

炭化層

構造上
必要な断面

実際の
柱断面

構造上
必要な断面

実際の
柱断面

推定断面

燃えしろ
寸法

許容応力度
計算を行う
断面

―325―



 

Type-1 の柱を対象とする。推定断面と火災前の柱の断面

との寸法の差分により、不足する燃えしろを明確にする

ことで火災後の防耐火性能を検証する。 

■検証方法 B 燃えしろ設計による検証：荷重に対する断

面積に余裕がある Type-2 の柱で、柱の木材に JAS 材が

用いられている場合を対象とする。火災後の柱の断面形

状を推定断面とし、燃えしろ設計を行うことで防耐火性

能を検証する。 

■検証方法 C 非損傷性予測手法による検証：荷重に対す

る断面積に余裕がある type-2 の柱で、柱の木材が JAS

の規格外である材の場合を対象とする。火災後の柱の断

面形状を推定断面とし、既往研究で開発した非損傷性予

測手法を用いて柱の防耐火性能を検証する。 

3-2 改修方法の提案 

 火害診断で検証した加熱冷却後の柱の防耐火性能の有

無を考慮し、改修レベルを「Level1 仕上げ」、「Level2 補

強」、「Level3 取り替え」の 3 段階に分類する。 

■Level1 仕上げ：火災被害を受けた後も防耐火性能あり

と判断した柱を対象に、柱表面の仕上げを行う。炭化層

を削り、パテによる柱表面の均一化を行い、目標とする

柱の太さに合わせ仕上材を足す。 

■Level2 補強：火災被害を受けた後に、再度火災が発生

した場合は防耐火性能なしと判断した柱を対象とし補強

を行う。炭化層及び炭化端から 20mm の部位を削り、パ

テによる柱表面の均一化を行った後、再度火災が発生す

る場合を想定し、1 時間準耐火性能を確保するよう材を足

して補強する。改修後の柱表面が木材であることを前提

とし、以下の３つの補強方法を提案する。 

･補強方法①：下地材(木材)+補強材(木材)+ビス (図 8)  

･補強方法②：接着剤+補強材(木材)+ビス (図 9) 

･補強方法③：強化せっこうボード+仕上材(木材)+ビス 

(図 10) 

 ①,②は木材のみによる復元方法であるため、告示で定

められている 1 時間準耐火構造の燃えしろ寸法を満たす

木材(構造用集成材 45mm、構造用製材 60mm)で補強を

行う。①は木材の板を格子状にした桟を下地材に使用し、

その上から補強材(木材)をビスで留める。②は、耐熱性能 

があり現場施工が可能な水性高分子イソシアネート系樹

脂接着剤とビスを用いて、補強材(木材)を貼り付ける。 

 一方③は、強化せっこうボード 12.5mm と木材 15mm 

を貼り付ける(1 時間準耐火構造の大臣認定を取得した壁

の仕様)。この方法では木材のみで補強する場合よりも薄

い材での改修が可能となる。また①～③のビス留めの際

には、たる埋めを行うことで意匠的に支障が少ないよう 

 

 

 

 

 

 

 

にする。 

■Level3 取り替え：火災被害を受けた後に、再度火災が

発生した場合は防耐火性能なしと判断した柱で、施工条

件やコスト等により補強が困難な場合には、根継ぎ等の

施工方法により改修を行う。 

 

4.まとめ 

 無欠点小試験体を用いた曲げ試験と火災被害を受けた

柱の火害診断方法及び改修方法について、以下の知見を

得た。 

・ケヤキは 250℃、スギは 230℃まで加熱を受けた場合で

も、常温まで自然冷却されることで健常材と同程度のヤ

ング係数を確保することがわかった。 

・ケヤキ・スギ共に 150℃以下で加熱された場合は、常

温まで自然冷却されることで健常材と同程度の曲げ強度

を確保することがわかった。 

・加熱冷却後のヤング係数及び曲げ強度の低下の傾向に

は、ケヤキ･スギ間で、樹種による大きな差異は見られな

かった。 

・今後は、本研究で提案した補強の仕様や接着方法等に

おける防耐火性能を把握し、より明確な改修方法を検証

していく必要がある。 

・また、はりや接合部等の他の部材における火害診断方

法及び改修方法の検討も課題である。 
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図 9 補強方法②:接着剤+補強材(木材)+ビス 

図 8 補強方法①:下地材+補強材(木材)+ビス 

図 10 補強方法③:強化せっこうボード+仕上材(木材)+ビス 
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